
助成制度一覧（環境省） 2026年7月27日作成

No. 分類 助成制度名 概要
家庭

向け

事業所

向け
URL

環-1 住宅の脱炭素化促進事業（令和8年度予算）
戸建住宅のZEH化、集合住宅のZEH-M化、既存住宅の断熱リフォームによる脱炭素化を

支援します。
● https://zehweb.jp/

環-2 脱炭素志向型住宅の導入支援事業（令和7年度補正予算）
ZEH基準の水準を大きく上回る省エネ性能を有する新築住宅（脱炭素志向型住宅）の導

入を支援します。
● https://mirai-eco2026.mlit.go.jp/

環-3 既存住宅の断熱リフォーム支援事業（令和7年度補正予算） 既存住宅の断熱リフォームによる省エネ・省CO2化を支援します。 ● https://www.heco-hojo.jp/reform/index.html

環-4
断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化

支援事業（令和7年度補正予算）

くらし関連分野のGXを加速させるため、断熱窓への改修による即効性の高いリフォーム

を推進します。
● https://window-renovation2026.env.go.jp/

環-5 業務用建築物の脱炭素改修加速化事業（令和8年度予算）
業務用建築物の脱炭素化を早期に実現するため、外皮の高断熱化及び高効率空調機器等

の導入を支援します。
● https://bl-renos.jp/r8/

https://siz-kankyou.com/2025hco2/

https://www.heco-hojo.jp/yR07/h-idoh/index.html

https://www.heco-hojo.jp/yR07/souko/index.html

https://siz-kankyou.com/2026co2/

https://www.heco-hojo.jp/yR08/h-idoh/index.html

https://www.heco-hojo.jp/yR08/souko/index.html

環-8
脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業

（SHIFT事業）（令和7年度補正予算）

中小企業等の工場・事業場への脱炭素技術等の導入促進により、CO2排出削減を図りま

す。
● https://www.gaj.or.jp/eie/shift/

環-9
脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2化加速事業

（SHIFT事業）（令和8年度予算）

中小企業等の工場・事業場への脱炭素技術等の導入促進により、CO2排出削減を図りま

す。
● https://www.gaj.or.jp/eie/shift/

環-10
カーボンニュートラル社会構築に向けたESGリース促進事

業（令和8年度予算）

脱炭素機器のリース料低減を通じてESGリースの取組を促進し、バリューチェーン全体

での脱炭素化を支援します。
● https://esg-lease.or.jp/

環-11
コールドチェーンを支える冷凍冷蔵機器の脱フロン・脱炭

素化推進事業（令和8年度予算）

コールドチェーンにおける脱炭素型自然冷媒機器の導入を支援するとともに、既設機か

らのフロン排出抑制方法を検証することで、脱フロン・脱炭素型冷凍冷蔵機器への迅速

かつ効率的な移行実現を図ります。

● https://www.jreco.or.jp/koubo_env.html

環-12
民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業

（令和7年度補正予算）

民間企業等による自家消費型・地産地消型の再エネ導入を促進し、再エネの導入及び地

域共生の加速化を図ります。
● https://eta.or.jp/offering.php

環-13
民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業

（令和8年度予算）

民間企業等による自家消費型・地産地消型の再エネ導入を促進し、再エネの導入及び地

域共生の加速化を図ります。
● https://eta.or.jp/offering.php

環-14
環境配慮型先進トラック・バス導入加速事業（令和8年度予

算）

ハイブリッド及び天然ガストラック・バス、低炭素型ディーゼルトラックの導入を支援

します。
● http://www.yta.or.jp/5892.html

環-15 商用車等の電動化促進事業（令和7年度補正予算）
2050年カーボンニュートラルの達成を目指し、トラック・タクシー・バスや建設機械の

電動化を支援します。
● https://www.levo.or.jp/subsidy/hoseiyosan-7/

注1：この一覧は、下記に記載されている補助・委託事業一覧のうち、一般の家庭又は事業所で活用しやすい助成制度を抽出したものですが、申請期間が終了しているものも含まれている可能性があります。
「補助・委託事業一覧」（環境省WEBサイト）【閲覧日：2026年7月25日、対象期間：令和7年度補正予算及び令和8年度予算】
https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/

注2：助成制度の申請等に関することは、それぞれのURL先へお問い合わせください。

次世代自動車の

導入

●

●

業務用建築物のZEB化・省CO2設備の導入等の支援により、脱炭素化と健やかで強い社

会づくりを目指します。

業務用建築物のZEB化・省CO2設備の導入等の支援により、脱炭素化と健やかで強い社

会づくりを目指します。

住宅における省

エネ、再エネ導

入

事業所における

省エネ、再エネ

導入

環-6

環-7

建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業（令和7年度補正

予算）

建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業（令和8年度予

算）



助成制度一覧（経済産業省） 2026年7月27日作成

No. 分類 助成制度名 概要
家庭

向け

事業所

向け
URL

経-1
住宅における省

エネ

高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進

事業費補助金

家庭のエネルギー消費量で大きな割合を占める給湯分野について、高効率給湯器の導

入支援を行い、その普及拡大により、「2030年度におけるエネルギー需給見通し」の達

成に寄与することを目的とする事業です。

● https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/general/housing/kyutokidonyu/kyutodonyuhojo2025.html

経-2 省エネ・非化石転換補助金

国内の法人および個人事業主の皆様を対象に、省エネルギーの推進を支援するもので

す。「工場・事業場型」と「設備単位型」の両面から事業所のエネルギー対策を協力に

サポートします。

● https://syouenehojyokin.sii.or.jp/?utm_source=other&utm_medium=cpc&utm_campaign=banner&utm_id=cp060

経-3 省エネルギー設備投資利子補給金助成事業費

省エネ設備の新規導入や増設、省エネ取組のモデルケースとなり得る事業等に対して支

援を行い、資金調達が障壁になり二の足を踏んでいる事業者の省エネ投資を促進しま

す。具体的には、新設事業所における省エネ設備の新設や、既設事業所における省エネ

設備の新設・増設に加え、物流拠点の集約化に係る設備導入、更にはエネルギーマネジ

メントシステム導入等によるソフト面での省エネ取組に際し、民間金融機関等から令和7

年度までに融資を受ける事業者に対して利子補給を行います。

● https://sii.or.jp/rishihokyu07/

経-4 環境・エネルギー対策資金（省エネ設備関連）

法定耐用年数を超過した既存設備を更新・増強するための同種の新たな設備であって、

一定の要件を満たした設備を導入する際、省エネルギーに資することが見込まれる設備

を取得（更新・増強を含む。）するために必要な設備資金について、低利で融資を行い

ます。

● https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyoutaisaku_t.html

経-5
次世代自動車の

導入
CEV補助金（車両）

電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）、燃料電池自動車（FCV）、

超小型モビリティ、ミニカー、側車付二輪自動車・原動機付自転車の購入費の一部を助

成します。

● ● https://www.cev-pc.or.jp/

経-6 充電設備補助金
電気自動車等用の充電設備を「新品」で購入し設置を行う方に対し、その導入費用の負

担軽減のために補助金を交付する事業です。
● ● https://www.cev-pc.or.jp/

経-7 V2H充放電設備補助金

『災害時に、電気自動車等の外部給電機能の活用を促進することによるレジリエンスの

向上を図ること』を目的として、「V2H充放電設備」の購入者（個人・地方公共団体・

法人・その他団体等❨リース会社含む❩）に補助金を交付する事業です。

● ● https://www.cev-pc.or.jp/

経-8 外部給電器補助金

『災害時に、電気自動車や燃料電池自動車の外部給電機能の活用を促進することによる

レジリエンスの向上を図ること』を目的として、「外部給電器」の購入者（地方公共団

体・法人・その他団体等（リース会社含む）、個人）に補助金を交付する事業です。

● ● https://www.cev-pc.or.jp/

注1：この一覧は、下記に記載されている支援制度のうち、一般の家庭又は事業所で活用しやすい助成制度を抽出したものですが、申請期間が終了しているものも含まれている可能性があります。
「省エネポータルサイト」（資源エネルギー庁WEBサイト）【閲覧日：2026年7月25日】
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/index.html
令和7年度補正予算「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」（経済産業省WEBサイト）【閲覧日：2026年7月25日】
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/automobile/cev/r7h_cev.html
令和7年度補正予算「クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てん設備等導入促進補助金」（経済産業省WEBサイト）【閲覧日：2026年7月25日】
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/automobile/cev/r7hosei_juden.html

注2：助成制度の申請等に関することは、それぞれのURL先へお問い合わせください。

EV用充電設備等

の設置

事業所における

省エネ



助成制度一覧（東京都） 2026年7月27日作成

No. 分類 助成制度名 概要
家庭

向け

事業所

向け
URL

都-1 東京ゼロエミ住宅助成金事業等
都内において『東京ゼロエミ住宅』を新築する方に対して、その経費の一部を助成するこ

とにより、家庭におけるエネルギー消費量の低減を推進します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/tokyo_zero_emission_house/

都-2

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事

業

①家庭における太陽光発電導入促進事業

東京都は、都内の住宅に太陽光発電システムを設置する者に対し、当該システムの機器費

及び工事費の一部を助成します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/fam_solar/

都-3

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事

業

②家庭における蓄電池導入促進事業

東京都は、家庭における太陽光発電による電気の自家消費の増大及び非常時のエネルギー

自立性の向上を目的として、蓄電池システムの設置にかかる費用に対して助成を行ってい

ます。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/family_tikudenchi/

都-4

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事

業

③既存住宅における省エネ改修促進事業

省エネ性に優れ、災害にも強く、健康にも資する断熱・太陽光住宅の普及拡大を促進する

ため、高断熱窓・ドア等への改修に対して補助を行っています。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/ene_reform/

都-5

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事

業

④熱と電気の有効利用促進事業

東京都は、家庭部門の熱と電気の利用について有効利用を目的とし、太陽熱利用システ

ム、地中熱利用システム及びエコキュート等の設置にかかる費用に対して助成を行ってい

ます。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/effective_utilization/

都-6

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事

業

⑤分譲マンション省エネ型給湯器導入促進事業

東京都は、都内の既存分譲マンションにおけるエコジョーズ及びエコフィールの導入促進

を図る目的として、 エコジョーズ及びエコフィールの交換設置にかかる費用に対して助

成を行っています。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/bunjo-ecojf/

都-7

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事

業

⑥【令和7年度】戸建住宅におけるV2H普及促進事業

自動車から排出される二酸化炭素の削減を図るため、電気自動車・プラグインハイブリッ

ド自動車用のV2Hを導入する方に対して、費用の一部を助成します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/v2h-r7/

都-8

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事

業

⑦【令和8年度】戸建住宅におけるV2H普及促進事業

自動車から排出される二酸化炭素の削減を図るため、電気自動車・プラグインハイブリッ

ド自動車用のV2Hを導入する方に対して、費用の一部を助成します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/v2h-r8/

都-9
家庭における太陽光発電導入促進事業（太陽光発電システ

ムに係るパワーコンディショナ更新費用助成事業）

東京都は、家庭における太陽光発電システムの導入等促進のため、パワーコンディショナ

の更新に係わる費用に対して助成を行っています。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/powerconditioner-adiabatic-solar/

都-10
デマンドレスポンス活用を見据えた家庭用燃料電池普及促

進事業

東京都は、家庭におけるエネルギー消費量の削減と非常時の自立性の向上及びデマンドレ

スポンスにおける活用を目的として、家庭用燃料電池（エネファーム）の設置にかかる費

用に対して助成を行っています。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/demand_response_fam_hydrogen/

住宅における省

エネ、再エネ導

入



助成制度一覧（東京都） 2026年7月27日作成

No. 分類 助成制度名 概要
家庭

向け

事業所

向け
URL

都-11 ZEB化・廃熱利用設備導入促進事業
東京都は、2050 年ゼロエミッション東京の実現に向け、事業所の省エネルギー化を推進

するため、建物のZEB化や廃熱等を有効利用する設備の導入を支援します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/zeb-wasteheat/

都-12 中小規模事業所のゼロエミッションビル化支援事業

東京都は、2050 年ゼロエミッション東京の実現に向け、中小企業等の更なる省エネル

ギー化を推進するため、中小規模事業所のゼロエミッションビル化に係る取組に必要な経

費の一部を助成します。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/zeroemi-building-sme/

都-13
ゼロエミッション化に向けた省エネ設備導入・運用改善支

援事業

東京都は、「2050年CO2排出実質ゼロ」に貢献する「ゼロエミッション東京」の実現に

向け、中小企業等のさらなる省エネルギー化を推進するため、省エネ設備の導入と運用改

善に要する費用の一部を助成します。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/zeroemi-shoene/

都-14
地産地消型再エネ・蓄エネ設備導入促進事業（都内設置・

蓄電池単独設置）

都内に地産地消型再生可能エネルギー発電等設備又は再生可能エネルギー熱利用設備、蓄

電池単独設置を設置する事業者に対して、当該設備の設置に係る経費の一部を助成しま

す。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chisan/

都-15 地産地消型再エネ・蓄エネ設備導入促進事業（都外設置）
都外（東京電力エリア内）に地産地消型再生可能エネルギー発電等設備を設置する事業者

に対して、当該設備の設置に係る経費の一部を助成します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chisan-hachiken/

都-16 再エネ電源都外調達事業（都外PPA）
都外に再生可能エネルギー発電設備を設置し、その再エネ電気等の利活用に取組む事業者

に対し、当該設備の設置に係る経費の一部を助成します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/saiene-offsite-ppa/

都-17
企業の脱炭素経営に向けた計画策定支援事業（SBT認定の

取得支援）

企業が脱炭素化に向け、CO2排出量削減の取組を進めていくためには、企業として中⾧期

的な削減目標を適切に設定することが重要です。そこで、CO2削減目標の認定の取得に向

けた支援を実施することで、各企業の脱炭素化に向けた環境整備の取組を後押します。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/sbtcertification/

都-18
企業の脱炭素経営に向けた計画策定支援事業（見える化へ

の取組支援）

中小企業が脱炭素経営に向け、CO2排出量削減の取組を進めていくためには、まずは自社

のCO2排出量を正確に把握する必要があります。そこで、東京都内中小企業の自社におけ

るCO2排出量の正確な算出と、継続的な把握などの「見える化」に資するシステム等の活

用、人材育成及び具体的な取組の提案等により各企業の脱炭素化経営に向けた取組を支援

します。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/co2mieruka/

事業所における

省エネ、再エネ

導入



助成制度一覧（東京都） 2026年7月27日作成

No. 分類 助成制度名 概要
家庭

向け

事業所

向け
URL

都-19
FCV・EV・PHEV車両 燃料電池自動車等の普及促進事

業・電気自動車等の普及促進事業

自動車から排出される二酸化炭素の削減を図るため、燃料電池自動車（FCV）、電気自動

車（EV）そしてプラグインハイブリッド自動車（PHEV）を導入する個人、事業者等に対

して、その経費の一部を助成します。

● ● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/ev/

都-20 電動バイクの普及促進事業
側車付二輪自動車及び原動機付自転車から排出される二酸化炭素の削減を図るため、電動

バイクを導入する事業者及び個人に対して、その経費の一部を助成します。
● ● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/re_evbike/

都-21 燃料電池等トラック実装支援事業

水素エネルギーが活用された水素社会の早期実現に向けて事業用の燃料電池等トラックの

普及を促進するために燃料電池トラックまたは水素エンジントラックを導入するにあた

り、その経費の一部を助成します。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/fc_truck/

都-22 燃料電池等トラック燃料費支援事業

水素エネルギーが活用された水素社会の早期実現に向けて事業用の燃料電池等トラックの

普及を促進するために導入された燃料電池トラックまたは水素エンジントラックの燃料費

の一部を助成します。

● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/fc_truck_fuelcost/

都-23 EVバス・EVトラック導入促進事業
自動車から排出される二酸化炭素量の削減を図るため、事業者等がEVバス・EVトラック

等を導入する際に、その費用の一部を補助します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/ev-bus-truck/

都-24 【令和8年度】戸建住宅向け充電設備普及促進事業
戸建住宅において、電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の充電設備を設置する方

に対して、経費の一部を助成します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/home-evcharge-support/

都-25
FCV・EV・PHEV外部給電器 （燃料電池自動車等の普及促

進事業・電気自動車等の普及促進事業）

自動車から排出される二酸化炭素の削減を図るため、燃料電池自動車、電気自動車そして

プラグインハイブリッド自動車用の外部給電器を導入する方に対して、費用の一部を助成

します。

● ● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/ev-feed/

都-26 電動バイク充電環境促進事業
電動バイクの導入に必要な専用充電器の購入費やバッテリーシェアリングサービスの利用

経費の一部を助成します。
● ● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/bike-battery/

都-27 充電設備普及促進事業（居住者用）
都内施設において、電気自動車・プラグインハイブリッド自動車用充電設備を設置する方

に対して、経費に一部を助成します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/res-evcharge/

都-28 充電設備普及促進事業（事業用）
都内施設において、電気自動車・プラグインハイブリッド自動車用充電設備を設置する方

に対して、経費の一部を助成します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/biz-evcharge/

都-29 充電設備運営支援事業
都内において、電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の公共用充電設備を設置する

方に対して、経費の一部を助成します。
● https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/upkeep-evcharge/

注1：この一覧は、下記に記載されている支援制度のうち、一般の家庭又は事業所で活用しやすい助成制度を抽出したものですが、申請期間が終了しているものも含まれている可能性があります。
「補助金・助成金」（クール・ネット東京WEBサイト）【閲覧日：2026年7月25日】
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy

注2：助成制度の申請等に関することは、それぞれのURL先へお問い合わせください。

EV用充電設備等

の設置

次世代自動車の

導入


